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建設工事請負契約に係る一般競争入札の実施細則について（通知）

標記について、建設工事請負契約に係る一般競争入札の実施等について（防整施

（事）第１４３号。２８．３．３１）に基づき別紙のとおり定め、平成２８年４月

１日以降に入札公告を行う建設工事について適用することとしたので、遺漏のない

よう措置されたい。

なお、建設工事請負契約に係る一般競争入札の実施細則について（防整施第１５

５８８号。２７．１０．１）、建設工事請負契約に係る一般競争入札（基準額未満

型）の実施細則について（防整施第１５５７７号。２７．１０．１）及び建設工事

請負契約に係る一般競争入札（簡易型）の実施細則について（防整施第１５５７８

号。２７．１０．１）は、平成２８年３月３１日限りで廃止する。

添付書類：別紙

配布区分：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官



別紙

建設工事請負契約に係る一般競争入札の実施細則

第１ 基準額以上

１ 対象工事

１件につき予定価格が国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令

（昭和５５年政令第３００号。以下「特例政令」という。）第３条第１項に規定す

る財務大臣の定める額（以下「基準額」という。）以上の工事（建設業法（昭和２

４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）につ

いて適用するものとする。

なお、工事概算額に基づいて本実施細則による公告を行った後、予定価格の決定

において、基準額に達しない場合についても、本実施細則による手続を継続するも

のとする。

２ 入札の公告

⑴ 契約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０８

号。以下「訓令」という。）第２条に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）

は、前項の対象工事（以下、第１において「対象工事」という。）を一般競争に

付そうとする場合においては、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。

以下｢予決令｣という。）第７４条及び特例政令第５条第１項の規定に基づき、官

報により公告するものとする。

⑵ 前号の公告は、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 契約担当官等の氏名及び防衛省発注機関（契約担当官等が属する防衛省本省

の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、陸上

幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防衛監察本部、地方防衛

局並びに統合幕僚長及び陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長の監督を受け

る陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の部隊及び機関並びに防衛装備庁を

いう。以下同じ。）の名称

イ 競争入札に付する事項（工事概要）

ウ 追加工事の名称、数量及びその入札公告の予定時期並びに最初の入札公告の

日付

エ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項

オ 契約条項を示す場所（関連情報を入手するための照会窓口）

カ 入札説明書の交付に関する事項

キ 競争執行の場所及び日時

ク 契約の手続において使用する言語

ケ 入札保証金に関する事項

コ 入札の無効

サ 落札者の決定方法

シ 契約書作成の要否

ス その他必要な事項



⑶ 第１号の公告に際しては、次に掲げる事項を、英語により併記するものとする。

ア 契約担当官等の氏名及び防衛省発注機関の名称

イ 工事の名称及び数量

ウ 入札期日

エ その他必要な事項

⑷ 契約担当官等は、第１号の公告を、当該防衛省発注機関において掲示及びホー

ムページに掲載するものとする。

⑸ 入札の公告、掲示及び掲載は、入札期日の前日から起算して少なくとも４０日

前に行うものとする。

３ 競争参加資格

一般競争入札に参加することができる者（以下「競争参加者」という。）は、次

のすべての事項に該当する者であること。

⑴ 予決令第７０条及び第７１条の規定に該当しないこと。

⑵ 対象工事に係る工事種別について、訓令第１０条に基づく級別の格付を受け、

当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等は地方防衛支局（長崎防衛支

局を除く。）（以下「地方防衛局等」という。）に競争参加を希望していること（会

社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者については、手続開始の決定後、再度級別の格付を受け

ていること。）。

⑶ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者（⑵の再度級別の格付を受けた者

を除く。）でないこと。

⑷ 対象工事に係る工事種別について、防衛省における契約事務の取扱いについて

（防経会第５１号。１９．１．４）第４第１項の規定に基づく経営事項評価数値

が、付紙第１に定める点数以上であること。ただし、契約担当官等が競争参加資

格のうち同種の工事の施工実績及び技術者の要件により建設業者の施工能力が確

保でき、工事の質の低下を招くおそれがないと認められる範囲で引き下げること

ができる。

⑸ 対象工事と同種の工事の施工実績があること。

なお、施工実績が防衛省発注機関（旧防衛施設局及び旧防衛施設支局（以下「旧

防衛施設局等」という。）を含む。）の発注した工事で平成１３年１２月２５日

以降に完成した工事に係るものにあっては、防衛施設庁において実施する建設工

事の請負業者の施工成績評定要領について（施本建第２２０号（ＣＣＰ）。１３．

１２．１９）に基づく施工成績評定通知書並びに工事成績評定要領について（施

本建第１３４号（ＣＣＲ）。１９．７．３０）、工事成績評定要領について（経

施第４４０４号。２１．３．３１）、工事成績評定要領について（防整技第１５

５４２号。２７．１０．１）又は工事成績評定要領について（防整技第７１６０

号。２８．３.３１）に基づく工事成績評定通知書の評定点合計（以下「評定点

合計」という。）が６５点未満のものを除くこと。また、実績が工事成績相互利



用登録機関が発注した工事で工事成績評定相互利用対象工事に該当するものであ

る場合（以下「他発注機関の工事」という。）は、工事成績が６５点未満のもの

を除くこと。

⑹ 対象工事に配置を予定する監理技術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」

という。）が適正であること（個別の工事に応じて、技術者の資格及び同種の工

事の経験を明示すること。）。

なお、経験が防衛省発注機関（旧防衛施設局等を含む。）の発注した工事で平

成１３年１２月２５日以降に完成した工事に係るものにあっては、評定点合計が

６５点未満のものを除くこと。また、経験が他発注機関の工事である場合は、そ

の成績が６５点未満のものを除くこと。

⑺ 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資

料（以下「資料」という。）（以下「申請書等」という。）の提出期限の日から開

札の時までの期間に、当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等の長か

ら工事請負契約等に係る指名停止等の措置要領について（防整施（事）第１５０

号。２８．３．３１。以下「指名停止措置要領」という。）に基づく指名停止を

受けていないこと。

⑻ 対象工事に係る設計業務等の受注者（受注者が共同体である場合においては、

当該共同体の各構成員をいう。以下同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人事

面において関連がある建設業者でないこと。

⑼ 入札に参加しようとする者の間に資本的関係又は人的関係がないこと（「資本

的関係」及び「人的関係」の具体的内容について、入札説明書において明示する

こと。）。

⑽ 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除する

よう要請があり、当該状態が継続している有資格業者でないこと。

⑾ その他契約担当官等が必要と認めた事項

４ 競争参加資格の決定

前項に規定する競争参加者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）は、

対象工事ごとに建設工事発注の公正を確保する措置について（防整施（事）第１４

５号。２８．３．３１）別紙の第１項に基づく競争参加資格・指名審査委員会（以

下「審査委員会」という。）の審議を経て、契約担当官等が決定するものとする。

５ 入札説明書の交付

⑴ 契約担当官等は、入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」という。）

に対して、当該工事の入札に関する詳細な説明書（以下「入札説明書」という。）

を交付するものとする。

⑵ 入札説明書は、第２項第２号（カを除く。）及び次に掲げる事項を記載するも

のとし、別冊として、入札公告の写し、契約書案、入札心得書、図面、仕様書及

び現場説明書を含めるものとする。

ア 当該防衛省発注機関の所在地

イ 工事の仕様その他の明細

ウ 開札に立ち会う者に関する事項



⑶ 入札説明書の交付は、公告後速やかに開始するものとし、開札の日の前日まで

交付するものとする。

⑷ 入札説明書の交付に当たっては、実費を負担させることができるものとし、実

費を負担させる場合においては、その旨を公告において明らかにするものとする。

６ 申請書等の提出等

⑴ 契約担当官等は、入札参加希望者の競争参加資格を確認するため、入札参加希

望者から、申請書等の提出を求めるものとする。

⑵ 申請書等の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日か

ら１０日以内とする。

⑶ 申請書等の提出場所は、電子入札システムサーバ又は当該防衛省発注機関の建

設工事の契約事務をつかさどる部署（以下「契約担当部署」という。）とするも

のとする。

⑷ 申請書等の提出は、電子入札システムにより行うものとする。ただし、当該契

約担当官等に対し電子入札システムを使用しない方法により入札に参加する旨の

届出をした場合又は紙入札により実施される入札に参加する場合（以下「紙入札

方式による場合」という。）は、持参、郵送（書留郵便に限る。）若しくは託送

（書留郵便と同等のものに限る。）（以下「郵送等」という。）又は電子メールに

より行うものとする。

⑸ 入札参加資格の申請期限までに申請書等を提出しない者又は契約担当官等が競

争参加資格がないと認めた者は、当該競争入札に参加することができないものと

する。

⑹ 申請書等の提出に要する費用の負担及び申請書等の取り扱いは、次のとおりと

する。

ア 申請書等の作成に係る費用は、申請者の負担とする。

イ 提出された申請書等は、当該契約担当官等による競争参加資格の確認以外

に申請者に無断で使用しないこととする。

ウ 提出された申請書等は返却しないこととする。

エ 提出期限以降における申請書等の差し替え及び再提出は認めないこととす

る。

オ 提出された申請書等は、外部への漏洩又は紛失等がないようその取り扱い

に十分注意するものとする。

７ 資料の内容

⑴ 資料の内容は、次のとおりとする。

なお、アの実績及びイの経験については、工事が完成し、引渡しが済んでいる

ものに限るものとする。

ア 同種の工事の施工実績

第３項第５号に掲げる資格があることを判断できる同種の工事の施工実績と

する。

イ 配置予定の技術者

第３項第６号に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の資



格、同種の工事の経験及び申請時における他工事の従事状況等とする。

なお、配置予定の技術者として複数の候補技術者の資格、同種の工事の経験

及び申請時における他工事の従事状況等を記載することができるものとする。

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とすることは差し

支えないものとするが、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配

置することができなくなったときは、入札への参加はできないものとし、申請

書を提出した者には、直ちに当該申請書の取下げをさせるものとする。他の工

事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもかか

わらず入札した場合においては、不正又は不誠実な行為として、指名停止措置

要領に基づく指名停止を行うことができるものとする。

入札後、落札者決定までの期間（予決令第８６条の調査期間を含む。）にお

いて、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができ

なくなった場合は、直ちにその旨の申し出を行わせるものとする。この場合に

おいて、当該事実が認められた場合には、当該入札を無効とする。

落札後、配置予定の技術者が配置できないことが明らかになった場合は、不

正又は不誠実な行為として、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことが

できるものとする。

⑵ 前号の資料には、施工成績評定通知書又は工事成績評定通知書（以下「評定

通知書」という。）が含まれるものとする。この場合において、評定通知書を

受けた者から、紛失等により、評定通知書の写しの交付を求められたときは、

当該評定通知書の写し又はこれに準ずるものを交付するものとする。

⑶ 契約担当官等は、必要があると認めるときは、第１号に掲げる資料の内容を

証明するための書類の提出を求めることができるものとする。

８ 競争参加資格の確認

⑴ 契約担当官等は、申請書等を提出した申請者の競争参加資格の有無について、

確認を行うものとする。ただし、申請書等の提出者が申請書等の提出期限の日に

おいて第３項第２号の格付を受けていない場合において、競争参加資格のうち第

３項第１号及び第５号から第１１号までに掲げる事項を満たしているときは、開

札の時において第３項第２号から第４号までに掲げる事項を満たしていることを

条件として競争参加資格があることを確認するものとする。

なお、開札の時までに、第３項第２号から第４号までに係る審査を了しないお

それがあると認められるときは、あらかじめその旨を当該申請を行った者に通知

するものとする。

⑵ 前号の確認は、審査委員会の審議を経て、行うものとする。

⑶ 第１号の確認は、申請書等の提出期限日をもって行うものとする。ただし、第

３項第７号の指名停止については、申請書等の提出期限の日から競争参加資格の

確認を行う日までのすべての期間について確認するものとする。

⑷ 前号の確認に当たって、第７項第１号の同種の工事の施工実績及び配置予定の

技術者の同種の工事の経験の確認を行うに当たっては、効力を有する政府調達に

関する協定を適用している国及び地域並びに我が国に対して建設市場が開放的で



あると認められる国及び地域以外の国又は地域に主たる営業所を有する建設業者

にあっては、我が国における同種の工事の施工実績及び経験をもって行うものと

する。

⑸ 契約担当官等は、原則として申請書等の提出期限の日の翌日から起算して１０

日以内に、競争参加資格の確認の結果を申請者に対し電子入札システムにより、

紙入札方式による場合は書面により通知するものとする。

⑹ 前号の通知に当たっては、紙入札方式による場合は付紙第２により行うものと

する。

なお、競争参加資格がないと認めた者に対しては、その理由を付すとともに、

所定の期限内に競争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることが

できる旨を明記するものとする。

⑺ 第１号及び第３号から第５号までに掲げる事項を入札説明書において明らかに

するものとする。

⑻ 契約担当官等は、競争参加資格の確認を行った日の翌日から開札の時までの期

間に、競争参加資格があると認めた者が指名停止措置要領に基づく指名停止を受

けた場合、当該者に対する第５号の通知を取り消し、競争参加資格がないと認め

たことを通知するものとする。

なお、この通知に当たっては、第６号の規定を適用するものとする。

９ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

⑴ 競争参加資格がないと認められた者は、前項第５号の通知の期限の日の翌日か

ら起算して７日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１

条第１項に規定する行政機関の休日（以下「行政機関の休日」という。）を除く。）

以内に当該契約担当官等に対して競争参加資格がないと認めた理由について説明

を求めることができるものとする。

⑵ 競争参加資格がないと認められた者が理由についての説明を求める場合におい

ては、電子入札システムにより、紙入札方式による場合は書面（様式は自由）を

持参、郵送等又は電子メールにより提出するものとする。

⑶ 前号の提出先は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とするものと

する。

⑷ 契約担当官等は、第１号の説明を求められたときは、原則として、第１号の競

争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることができる最終日の翌

日から起算して１０日以内に、説明を求めた者に対し、電子入札システムにより、

紙入札方式による場合は書面により回答するものとする。

⑸ 契約担当官等は、前号により回答した場合には、回答の内容を審査委員会に報

告するものとする。

⑹ 契約担当官等は、説明を求めた者に競争参加資格があると認める場合には、審

査委員会の審議を経て、前項第５号の通知を取り消し、第４号の回答と併せて競

争参加資格のある旨を通知するものとする。

⑺ 契約担当官等は、前号の通知を行う場合においては、審査委員会の審議を経る

ものとする。



⑻ 第１号から第４号までの事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１０ 入札説明書に対する質問及び回答

⑴ 入札説明書に対する質問は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合

は書面（様式は自由）を持参、郵送等又は電子メールにより提出するものとする。

⑵ 質問書の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日から、

前項第４号の競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明の回答期限の日

の翌日までとするものとする。ただし、現場説明会を行う場合には、原則として、

入札説明書の交付を開始した日の翌日から、現場説明会の日の２日後までとする

ものとする。

⑶ 質問書の提出場所は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とする。

⑷ 質問に対する回答は、電子入札システム又は書面により行うものとする。

⑸ 回答書は、当該契約担当部署で閲覧に供するものとし、閲覧は、原則として、

質問書の提出期限の日の翌日から起算して５日後までに開始し、入札執行の日の

前日に終了するものとする。なお、必要に応じて、回答書を入札参加希望者等に

配布することを妨げない。

⑹ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１１ 現場説明会

⑴ 現場説明会は、契約担当官等が特に必要があると認める場合を除き行わないも

のとする。

⑵ 現場説明会を行う場合には、現場説明会を行う旨を公告において明らかにする

とともに、次に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

ア 現場説明会を行う旨

イ 現場説明会の日時及び場所

ウ その他契約担当官等が必要と認める事項

⑶ 現場説明会を行う日は、第９項の競争参加資格がないと認めた者に対する理由

の説明手続が終了した以降の日とするものとし、原則として、開札の日の１０日

前の日とするものとする。

１２ 入札保証金及び契約保証金

⑴ 入札保証金は免除するものとする。

⑵ 契約保証金は納付させるものとする。ただし、有価証券等の提供又は銀行、契

約担当官等が確実と認める金融機関若しくは保証事業会社（公共工事の前払金保

証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証

事業会社をいう。以下同じ。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることが

でき、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を

行った場合は、契約保証金を免除するものとする。

⑶ 契約保証金は免除するものとする。ただし、公共工事履行保証証券による保証

（引き渡した工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）である場合において当該契約不適合を保証する特約

を付したものに限る。）を付させるものとする。

⑷ 第１号及び第２号又は第３号に掲げる事項を公告及び入札説明書において明ら



かにするものとする。

なお、第２号は金銭的保証を求める場合に適用し、第３号は役務的保証を求め

る場合に適用するものとする。

１３ 入札の執行（開札）

⑴ 入札は、原則として、第１０項第２号の質問書の提出期限の日の翌日から起算

して８日後以降の日に執行（開札）するものとする。

なお、入札書の提出期限は、開札の日時前の日時とすることができるものとす

る。

⑵ 契約担当官等は、入札書の提出に先立ち、紙入札方式による入札参加者に競争

参加資格があることを確認した旨の通知書の写しの提出を求めるものとし、当該

通知書の写しを提出しない者は、入札に参加させないことができるものとする。

⑶ 入札書の提出は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合は持参又は

郵送により行うものとする。

⑷ 第１回の入札に際しては、入札参加者に第１回の入札書に記載される金額に対

応する工事費内訳明細書の提出を求めるものとし、当該工事費内訳明細書は、契

約担当部署及び積算を担当する部署（以下「積算担当部署」という。）の職員が

確認するものとする。

⑸ 工事費内訳明細書の提出は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合

は持参又は郵送等により行うものとする。なお、容量が電子入札システムの上限

を超える場合には、持参又は郵送等で提出することとし、電子入札システムとの

分割は認めないものとする。

⑹ 紙入札方式による場合は、入札書及び前号の工事費内訳明細書を各々封筒に入

れて封かんし、別の封筒に入札書及び工事費内訳明細書を入れた封筒並びに第２

号の通知書の写しを入れるものとする。

⑺ 工事費内訳明細書を提出しない者は入札に参加させないものとする。

⑻ 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行い、入札者又はその代理人が

立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行うも

のとする。

⑼ 開札には、入札参加者又はその代理人以外の者は参加させないものとする。

⑽ 第８号の場合において、第１回の開札に立ち会わない場合でも、提出された入

札書は有効なものとして取り扱うが、再度の入札を行うこととなったときは、再

度の入札を辞退したものとして取り扱うものとする。ただし、郵送等による入札

参加者に再度の入札への参加の意思の有無を電話により確認するものとする。

⑾ 入札執行回数は、原則として、２回を限度とする。

⑿ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするとともに、落札者の決

定方法を公告及び入札説明書において明らかにするものとする。

１４ 入札の無効等

⑴ 公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請書又は

資料に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無

効とする。



⑵ 無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消すもの

とする。

⑶ 契約担当官等により競争参加資格のあることを確認された者であっても、落札

決定の時において第３項に掲げる資格のない者は競争参加資格のない者に該当す

るものとする。

⑷ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１５ 落札者等の公示

⑴ 契約担当官等は、落札者を決定したとき又は契約の相手方を決定したときは、

特例政令第１４条の規定に基づき、その日の翌日から起算して７２日以内に官報

に公示するものとする。

⑵ 前号の公示は、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 落札又は随意契約に係る工事の名称及び数量

イ 契約担当官等の氏名並びに防衛省発注機関の名称及び所在地

ウ 落札者又は随意契約の相手方を決定した日

エ 落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住所

オ 落札金額又は随意契約に係る契約金額

カ 契約の相手方を決定した手続

キ 入札公告を行った日

ク 随意契約による場合はその理由

ケ その他必要な事項

１６ 落札しなかった者への通知

⑴ 契約担当官等は、入札の結果、落札しなかった者（以下「非落札者」という。）

に対して、落札決定の日の翌日から起算して７日以内に入札の結果等を通知する

ものとする。

⑵ 前号の通知に当たっては、付紙第３により行うものとする。

なお、非落札者に対しては、所定の期限内に落札しなかった理由（以下「非落

札理由」という。）についての説明を求めることができる旨を明記するものとす

る。

１７ 非落札者に対する理由の説明

⑴ 非落札者は、前項第１号の通知の期限の日の翌日から起算して７日（行政機関

の休日を除く。）以内に当該契約担当官等に対して非落札理由について説明を求

めることができるものとする。

⑵ 非落札者が説明を求める場合においては、電子入札システムにより、紙入札方

式による場合は書面（様式は自由）を持参、郵送等又は電子メールにより提出す

るものとする。

⑶ 前号の提出先は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とするものと

する。

⑷ 契約担当官等は、第１号の説明を求められたときは、原則として、第１号の非

落札理由についての説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日

以内に、説明を求めた者に対し、電子入札システムにより、紙入札方式による場



合は書面により回答するものとする。

⑸ 契約担当官等は、前号により回答した場合には、回答の内容を審査委員会に報

告するものとする。

１８ 対象工事の受注者又はその下請業者によって調達される主要な資機材

対象工事の受注者又はその下請業者によって調達されることが想定される主要な

資機材に関する情報を公告において提供するものとする。

１９ 苦情申立て

本実施細則に基づく競争参加資格の確認その他の手続に関し、「政府調達に関す

る苦情の処理手続」（平成７年１２月１４日付け政府調達苦情処理推進会議決定）

により、政府調達苦情検討委員会に対して苦情を申し立てることができる旨、入札

説明書において明らかにするものとする。

２０ 関連文書の保存

契約担当官等は、本実施細則に基づき、一般競争入札で実施した工事の関連文書

を、防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）に基づき保存する

ものとする。

２１ その他

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限るも

のとする。

⑵ 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づ

く指名停止を行うことがある旨を入札説明書において明らかにするものとする。

⑶ 入札・契約手続のより一層の透明性等の確保について（防整施第６９２０号。

２８．３．３１）記第３項の規定は、一般競争入札においても適用されるもので

あることに留意すること。

⑷ 落札者が第７項第１号イの資料に記載した配置予定の技術者が、対象工事の現

場に配置されるよう、必要な措置を講じるものとする。

⑸ 本実施細則の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局長と協議するもの

とする。

⑹ 本実施細則に定めるもののほか、本実施細則の運用に関し必要な事項は、整備

計画局建設制度官が定めるものとする。

第２ 基準額未満

１ 対象工事

１件につき予定価格が１億円（土木一式工事及び建築一式工事以外の工事は５，

０００万円）以上基準額未満の工事について適用するものとする。

なお、工事概算額に基づいて本実施細則による公告を行った後、予定価格の決定

において、定める額に達しない場合についても、本実施細則による手続を継続する

ものとする。

２ 入札の公告

⑴ 契約担当官等は、前項の対象工事（以下、第２において「対象工事」という。）



を一般競争に付そうとする場合においては、予決令第７４条の規定に基づき、当

該防衛省発注機関において掲示及びホームページへの掲載により公告するものと

する。

⑵ 前号の公告は、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 契約担当官等の氏名及び防衛省発注機関の名称

イ 競争入札に付する事項（工事概要）

ウ 追加工事の名称、数量及びその入札公告の予定時期並びに最初の入札公告の

日付

エ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項

オ 契約条項を示す場所（関連情報を入手するための照会窓口）

カ 入札説明書の交付に関する事項

キ 競争執行の場所及び日時

ク 契約の手続において使用する言語

ケ 入札保証金に関する事項

コ 入札の無効

サ 落札者の決定方法

シ 契約書作成の要否

ス その他必要な事項

３ 競争参加資格

競争参加者は、次のすべての事項に該当する者であること。

⑴ 予決令第７０条及び第７１条の規定に該当しないこと。

⑵ 対象工事に係る工事種別について、訓令第１０条に基づく級別の格付を受け、

契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望していること

（会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、

再度級別の格付を受けていること。）。

⑶ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者（前号の再度級別の格付を受けた

者を除く。）でないこと。

⑷ 対象工事に係る工事種別について、訓令第２９条第２項の規定に基づき算定し

た総合審査数値が、付紙第１に定める等級区分又は総合審査数値の範囲であるこ

と。ただし、競争性の確保、工事の技術的難易度、中小・中堅建設業者の受注機

会の確保等に配慮し、工事の質の低下を招くおそれがないと認められる範囲で弾

力的に運用することができる。

⑸ 対象工事と同種の工事の施工実績があること。

なお、施工実績が防衛省発注機関（旧防衛施設局等を含む。）の発注した工事

で平成１３年１２月２５日以降に完成した工事に係るものにあっては、評定点合

計が６５点未満のものを除くこと。また、実績が他発注機関の工事である場合は、



その工事成績が６５点未満のものを除くこと。

⑹ 対象工事に配置を予定する監理技術者等が適正であること（個別の工事に応じ

て、技術者の資格及び同種の工事の経験を明示すること。）。

なお、経験が防衛省発注機関（旧防衛施設局等を含む。）の発注した工事で平

成１３年１２月２５日以降に完成した工事に係るものにあっては、評定点合計が

６５点未満のものを除くこと。また、経験が他発注機関の工事である場合は、そ

の成績が６５点未満のものを除くこと。

⑺ 申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、当該契約担当官等の所在

地を管轄する地方防衛局棟の長から指名停止措置要領に基づく指名停止を受けて

いないこと。

⑻ 施工計画が適正であること（個別の工事に応じてできるだけ詳細に明示するこ

と。）。

⑼ 当該防衛省発注機関が発注した工事で当該工事種別に属するもののうち、一定

期間内に完成した工事の施工実績がある場合においては、当該工事に係る評定点

合計の平均が一定以上であること。

⑽ 対象工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある建設業者でないこと。

⑾ 入札に参加しようとする者の間に資本的関係又は人的関係がないこと（「資本

的関係」及び「人的関係」の具体的内容について、入札説明書において明示する

こと。）。

⑿ 工事を確実かつ円滑に実施できる体制を確保するための本店、支店又は営業所

が一定の区域内に所在すること。

⒀ 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除する

よう要請があり、当該状態が継続している有資格業者でないこと。

⒁ その他契約担当官等が必要と認めた事項

４ 競争参加資格の決定

前項に規定する競争参加資格は、対象工事ごとに審査委員会の審議を経て、契約

担当官等が決定するものとする。

５ 入札説明書の交付

⑴ 契約担当官等は、入札参加希望者に対して、当該工事の入札説明書を交付する

ものとする。

⑵ 入札説明書は、第２第２項第２号（カを除く。）及び次に掲げる事項を記載す

るものとし、別冊として、入札公告の写し、契約書案、入札心得書、図面、仕様

書、現場説明書及び競争参加資格確認申請書作成要領を含めるものとする。

ア 当該防衛省発注機関の所在地

イ 工事の仕様その他の明細

ウ 開札に立ち会う者に関する事項

⑶ 入札説明書の交付は、公告後速やかに開始するものとし、開札の日の前日まで

交付するものとする。

⑷ 入札説明書の交付に当たっては、実費を負担させることができるものとし、実



費を負担させる場合においては、その旨を公告において明らかにするものとする。

６ 申請書等の提出等

⑴ 契約担当官等は、入札参加希望者の競争参加資格を確認するため、入札参加希

望者から、申請書等の提出を求めるものとする。

⑵ 申請書等の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日か

ら１０日以上とする。

⑶ 申請書等の提出場所は、電子入札システムサーバ又は契約担当部署とするもの

とする。

⑷ 申請書等の提出は、電子入札システムにより行うものとする。ただし、紙入札

方式による場合は、持参、郵送等又は電子メールにより行うものとする。

⑸ 入札参加資格の申請期限までに申請書等を提出しない者又は契約担当官等が競

争参加資格がないと認めた者は、当該競争入札に参加することができないものと

する。

⑹ 申請書等の提出に要する費用の負担及び申請書等の取り扱いは、次のとおりと

する。

ア 申請書等の作成に係る費用は、申請者の負担とする。

イ 提出された申請書等は、当該契約担当官等による競争参加資格の確認以外に

申請者に無断で使用しないこととする。

ウ 提出された申請書等は返却しないこととする。

エ 提出期限以降における申請書等の差し替え及び再提出は認めないこととす

る。

オ 提出された申請書等は、外部への漏洩又は紛失等がないようその取り扱いに

十分注意するものとする。

７ 資料の内容

⑴ 資料の内容は、次のとおりとする。

なお、アの実績及びイの経験については、工事が完成し、引渡しが済んでいる

ものに限るものとする。

ア 同種の工事の施工実績

第２第３項第５号に掲げる資格があることを判断できる同種の工事の施工実

績とする。

イ 配置予定の技術者

第２第３項第６号に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の

資格、同種の工事の経験及び申請時における他工事の従事状況等とする。

なお、配置予定の技術者として複数の候補技術者の資格、同種の工事の経験

及び申請時における他工事の従事状況等を記載することができるものとする。

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とすることは差し

支えないものとするが、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配

置することができなくなったときは、入札への参加はできないものとし、申請

書を提出した者には、直ちに当該申請書の取下げをさせるものとする。他の工

事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもかか



わらず入札した場合においては、不正又は不誠実な行為として、指名停止措置

要領に基づく指名停止を行うことができるものとする。

入札後、落札者決定までの期間（予決令第８６条の調査期間を含む。）にお

いて、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができ

なくなった場合は、直ちにその旨の申し出を行わせるものとする。この場合に

おいて、当該事実が認められた場合には、当該入札を無効とする。

落札後、配置予定の技術者が配置できないことが明らかになった場合は、不

正又は不誠実な行為として、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことが

できるものとする。

ウ 施工計画

第２第３項第８号に掲げる資格があることを判断できる工程管理、品質管理

等の技術的事項に対する所見とする。

⑵ 前号ア及びイの資料には、評定通知書が含まれるものとする。この場合におい

て、評定通知書を受けた者から、紛失等により、評定通知書の写しの交付を求め

られたときは、当該評定通知書の写し又はこれに準ずるものを交付するものとす

る。

⑶ 契約担当官等は、必要があると認めるときは、第１号に掲げる資料の内容を証

明するための書類の提出を求めることができるものとする。

８ 資料のヒアリング

⑴ 契約担当官等は、必要があると認めるときは、資料のヒアリングを実施するこ

とができるものとする。

⑵ ヒアリングは、申請書等の提出期限の翌日から次項第４号の競争参加資格の確

認結果の通知の期限の日の前日までの間に行うものとする。

⑶ ヒアリングを実施する場合においては、ヒアリングを実施する旨を公告におい

て明らかにするとともに、次に掲げる事項を入札説明書において明らかにするも

のとする。

ア ヒアリングを実施する旨

イ ヒアリングの日時及び場所

ウ その他契約担当官等が必要と認める事項

９ 競争参加資格の確認

⑴ 契約担当官等は、申請書等を提出した申請者の競争参加資格の有無について、

確認を行うものとする。ただし、申請書等の提出者が申請書等の提出期限の日に

おいて第２第３項第２号の格付を受けていない場合において、競争参加資格のう

ち第２第３項第１号及び第５号から第１４号までまでに掲げる事項を満たしてい

るときは、開札の時において第２第３項第２号から第４号までに掲げる事項を満

たしていることを条件として競争参加資格があることを確認するものとする。

なお、開札の時までに、第２第３項第２号から第４号までに係る審査を了しな

いおそれがあると認められるときは、あらかじめその旨を当該申請を行った者に

通知するものとする。

⑵ 前号の確認は、審査委員会の審議を経て、行うものとする。



⑶ 第１号の確認は、申請書等の提出期限日をもって行うものとする。ただし、第

２第３項第７号の指名停止については、申請書等の提出期限の日から競争参加資

格の確認を行う日までのすべての期間について確認するものとする。

⑷ 契約担当官等は、原則として申請書等の提出期限の日の翌日から起算して２０

日以内に、競争参加資格の確認の結果を申請者に対し電子入札システムにより、

紙入札方式による場合は書面により通知するものとする。

⑸ 前号の通知に当たっては、紙入札方式による場合は付紙第２により行うものと

する。

なお、競争参加資格がないと認めた者に対しては、その理由を付すとともに、

所定の期限内に競争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めること

ができる旨を明記するものとする。

⑹ 第１号、第３号及び第４号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするも

のとする。

⑺ 契約担当官等は、競争参加資格の確認を行った日の翌日から開札の時までの期

間に、競争参加資格があると認めた者が指名停止措置要領に基づく指名停止を受

けた場合、当該者に対する第４号の通知を取り消し、競争参加資格がないと認め

たことを通知するものとする。

なお、この通知に当たっては、第５号の規定を適用するものとする。

１０ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

⑴ 競争参加資格がないと認められた者は、前項第４号の通知の期限の日の翌日か

ら起算して５日（行政機関の休日を除く。）以内に当該契約担当官等に対して競

争参加資格がないと認めた理由について説明を求めることができるものとする。

⑵ 競争参加資格がないと認められた者が理由についての説明を求める場合におい

ては、電子入札システムにより、紙入札方式による場合は書面（様式は自由）を

持参、郵送等又は電子メールにより提出するものとする。

⑶ 前号の提出先は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とするものと

する。

⑷ 契約担当官等は、第１号の説明を求められたときは、原則として、第１号の競

争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることができる最終日の翌

日から起算して５日以内に、説明を求めた者に対し、電子入札システムにより、

紙入札方式による場合は書面により回答するものとする。

⑸ 契約担当官等は、前号により回答した場合には、回答の内容を審査委員会に報

告するものとする。

⑹ 契約担当官等は、説明を求めた者に競争参加資格があると認める場合には、審

査委員会の審議を経て、前項第４号の通知を取り消し、第４号の回答と併せて競

争参加資格のある旨を通知するものとする。

⑺ 契約担当官等は、前号の通知を行う場合においては、審査委員会の審議を経る

ものとする。

⑻ 第１号から第４号までの事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１１ 入札説明書に対する質問及び回答



⑴ 入札説明書に対する質問は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合

は書面（様式は自由）を持参、郵送等又は電子メールにより提出するものとする。

⑵ 質問書の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日以降、

入札書の提出期限の日から起算して８日前までとするものとする。

⑶ 質問書の提出場所は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とする。

⑷ 質問に対する回答は、電子入札システム又は書面により行うものとする。

⑸ 回答書は、当該契約担当部署で閲覧に供するものとし、閲覧は、原則として、

質問書の提出期限の日の翌日から起算して５日後までに開始し、入札執行の日の

前日に終了するものとする。なお、必要に応じて、回答書を入札参加希望者等に

配布することを妨げない。

⑹ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１２ 現場説明会

現場説明会は、行わないものとする。

１３ 入札保証金及び契約保証金

⑴ 入札保証金は免除するものとする。

⑵ 契約保証金は納付させるものとする。ただし、有価証券等の提供又は銀行、契

約担当官等が確実と認める金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保

証金の納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は

履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除するものとする。

⑶ 契約保証金は免除するものとする。ただし、公共工事履行保証証券による保証

（契約不適合を保証する特約を付したものに限る。）を付させるものとする。

⑷ 第１号及び第２号又は第３号に掲げる事項を公告及び入札説明書において明ら

かにするものとする。

なお、第２号は金銭的保証を求める場合に適用し、第３号は役務的保証を求め

る場合に適用するものとする。

１４ 入札の執行（開札）

⑴ 入札書の提出期限は、原則として、第２第９項第４号の通知の期限の日の翌日

から起算して６日（行政機関の休日を除く。）後とする。

⑵ 契約担当官等は、入札書の提出に先立ち、紙入札方式による入札参加者に競争

参加資格があることを確認した旨の通知書の写しの提出を求めるものとし、当該

通知書の写しを提出しない者は、入札に参加させないことができるものとする。

⑶ 入札書の提出は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合は持参又は

郵送等により行うものとする。

⑷ 第１回の入札に際しては、入札参加者に第１回の入札書に記載される金額に

対応する工事費内訳明細書の提出を求めるものとし、当該工事費内訳明細書は、

契約担当部署及び積算担当職員が確認するものとする。

⑸ 工事費内訳明細書の提出は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合

は持参又は郵送等により行うものとする。なお、容量が電子入札システムの上限

を超える場合には、持参又は郵送等で提出させることとし、電子入札システムと

の分割は認めないものとする。



⑹ 紙入札方式による場合は、入札書及び前号の工事費内訳明細書を各々封筒に入

れて封かんし、別の封筒に入札書及び工事費内訳明細書を入れた封筒並びに第２

号の通知書の写しを入れるものとする。

⑺ 工事費内訳明細書を提出しない者は入札に参加させないものとする。

⑻ 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行い、入札者又はその代理人

が立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う

ものとする。

⑼ 開札には、入札参加者又はその代理人以外の者は参加させないものとする。

⑽ 第７号の場合において、第１回の開札に立ち会わない場合でも、その者のした

入札は有効なものとして取り扱うこととするが、再度の入札を行うこととなっ

たときは、再度の入札を辞退したものとして取り扱うものとする。

⑾ 入札執行回数は、原則として、２回を限度とする。

⑿ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするとともに、落札者の決

定方法を公告及び入札説明書において明らかにするものとする。

１５ 入札の無効等

⑴ 公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請書又は

資料に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無

効とする。

⑵ 無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消すもの

とする。

⑶ 契約担当官等により競争参加資格のあることを確認された者であっても、落札

決定の時において第２第３項に掲げる資格のない者は競争参加資格のない者に該

当するものとする。

⑷ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１６ 再苦情申立て

契約担当官等は、入札説明書及び第２第１０項第４号の回答において、次に掲げ

る事項を明らかにするものとする。

⑴ 契約担当官等からの競争参加資格がないと認めた理由の説明に不服がある者は

第２第１０項第４号の回答を受けた日の翌日から起算して７日（行政機関の休日

を除く。）以内に、書面により、契約担当官等に対して、再苦情の申立てを行う

ことができる旨及び再苦情申立てについては入札監視委員会が審議を行う旨

⑵ 再苦情申立てについての受付窓口及び受付時間

⑶ 再苦情申立て関する手続等を示した書類等の入手先

１７ 関連文書の保存

契約担当官等は、本実施細則に基づき、一般競争入札で実施した工事の関連文書

を、防衛省行政文書管理規則に基づき保存するものとする。

１８ その他

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限るも

のとする。

⑵ 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づ



く指名停止を行うことがある旨を入札説明書において明らかにするものとする。

⑶ 入札・契約手続のより一層の透明性等の確保について記第３項の規定は、一般

競争入札においても適用されるものであることに留意すること。

⑷ 落札者が第２第７項第１号イの資料に記載した配置予定の技術者を、対象工事

の現場に配置されるよう、必要な措置を講じるものとする。

⑸ 本実施細則の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局長と協議するもの

とする。

第３ 基準額未満（簡易型）

１ 対象工事

１件につき予定価格が１億円（土木一式工事及び建築一式工事以外の工事は５，

０００万円）未満の工事について適用するものとする。ただし、契約担当官等が、

この方式によらないことが適当と認める場合はこの限りでない。

２ 入札の公告

⑴ 契約担当官等は、前項の対象工事を一般競争に付そうとする場合においては、

予決令第７４条の規定に基づき、当該防衛省発注機関において掲示及びホームペ

ージへの掲載により公告するものとする。

⑵ 前号の公告は、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 契約担当官等の氏名及び当該防衛省発注機関の名称

イ 競争入札に付する事項（工事概要）

ウ 追加工事の名称、数量及びその入札公告の予定時期並びに最初の入札公告の

日付

エ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項

オ 契約条項を示す場所（関連情報を入手するための照会窓口）

カ 入札説明書の交付に関する事項

キ 競争執行の場所及び日時

ク 契約の手続において使用する言語

ケ 入札保証金に関する事項

コ 入札の無効

サ 落札者の決定方法

シ 契約書作成の要否

ス その他必要な事項

３ 競争参加資格

競争参加者は、次のすべての事項に該当する者であること。

⑴ 予決令第７０条及び第７１条の規定に該当しないこと。

⑵ 対象工事に係る工事種別について、訓令第１０条に基づく級別の格付を受け、

当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望しているこ

と（会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、



再度級別の格付を受けていること。）。

⑶ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者（前号の再度級別の格付を受けた

者を除く。）でないこと。

⑷ 対象工事に係る工事種別について、訓令第２９条第２項の規定に基づき算定し

た総合審査数値が、付紙第１に定める等級区分又は総合審査数値の範囲であるこ

と。ただし、競争性の確保、工事の技術的難易度、中小・中堅建設業者の受注機

会の確保等に配慮し、工事の質の低下を招くおそれがないと認められる範囲で弾

力的に運用することができる。

⑸ 対象工事と同種の工事の施工実績があること。

なお、施工実績が防衛省発注機関（旧地方防衛局等を含む。）の発注した工事

で平成１３年１２月２５日以降に完成した工事に係るものにあっては、評定点合

計が６５点未満のものを除くこと。また、実績が他発注機関の工事である場合は、

その工事成績が６５点未満のものを除くこと。

⑹ 対象工事に配置を予定する監理技術者等が適正であること（個別の工事に応じ

て、技術者の資格及び同種の工事の経験を明示すること。）。

なお、経験が防衛省発注機関（旧地方防衛局等を含む。）の発注した工事で平

成１３年１２月２５日以降に完成した工事に係るものにあっては、評定点合計が

６５点未満のものを除くこと。また、経験が他発注機関の工事である場合は、そ

の工事成績が６５点未満のものを除くこと。

⑺ 申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に契約担当官等の所在地を管

轄する地方防衛局等の長から指名停止措置要領に基づく指名停止を受けていない

こと。

⑻ 第５号の施工実績が地方防衛局等の発注した工事（平成１３年１２月２５日以

降に完成した工事で評定点合計が６５点以上）の者又は提出する工程表の工程管

理に対する技術的所見が適切である者（個別の工事に応じて、工種別に明示する

こと。）。

⑼ 当該防衛省発注機関が発注した工事で当該工事種別に属するもののうち、一定

期間内に完成した工事の施工実績がある場合においては、当該工事に係る評定点

合計の平均が一定以上であること。

⑽ 対象工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある建設業者でないこと。

⑾ 入札に参加しようとする者の間に資本的関係又は人的関係がないこと（「資本的

関係」及び「人的関係」の具体的内容について、入札説明書において明示するこ

と。）。

⑿ 工事を確実かつ円滑に実施できる体制を確保するための本店、支店又は営業所

が一定の区域内に所在すること。

⒀ 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除する

よう要請があり、当該状態が継続している有資格業者でないこと。

⒁ その他契約担当官等が必要と認めた事項



４ 競争参加資格の決定

前項に規定する競争参加資格は、対象工事ごとに審査委員会の審議を経て、契約

担当官等が決定するものとする。

５ 入札説明書の交付

⑴ 契約担当官等は、入札参加希望者に対して、当該工事の入札説明書を交付する

ものとする。

⑵ 入札説明書は、第３第２項第２号（カを除く。）及び次に掲げる事項を記載す

るものとし、別冊として、入札公告の写し、契約書案、入札心得書、図面、仕様

書、現場説明書及び競争参加資格確認申請書作成要領を含めるものとする。

ア 契約担当官等の所属する部署の所在地

イ 工事の仕様その他の明細

ウ 開札に立ち会う者に関する事項

⑶ 入札説明書の交付は、公告後速やかに開始するものとし、開札の日の前日まで

交付するものとする。

⑷ 入札説明書の交付に当たっては、実費を負担させることができるものとし、実

費を負担させる場合においては、その旨を公告において明らかにするものとする。

６ 申請書等の提出等

⑴ 契約担当官等は、入札参加希望者の競争参加資格を確認するため、入札参加希

望者から、申請書等の提出を求めるものとする。

⑵ 申請書等の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日か

ら１０日以上とする。

⑶ 申請書等の提出場所は、電子入札システムサーバ又は契約担当部署とするもの

とする。

⑷ 申請書等の提出は、電子入札システムにより行うものとする。ただし、紙入札

方式による場合は、持参、郵送等又は電子メールにより行うものとする。

⑸ 入札参加資格の申請期限までに申請書等を提出しない者又は契約担当官等が競

争参加資格がないと認めた者は、当該競争入札に参加することができないものと

する。

⑹ 申請書等の提出に要する費用の負担及び申請書等の取り扱いは、次のとおりと

する。

ア 申請書等の作成に係る費用は、申請者の負担とする。

イ 提出された申請書等は、当該契約担当官等による競争参加資格の確認以外に

申請者に無断で使用しないこととする。

ウ 提出された申請書等は返却しないこととする。

エ 提出期限以降における申請書等の差し替え及び再提出は認めないこととす

る。

オ 提出された申請書等は、外部への漏洩又は紛失等がないようその取り扱いに

十分注意するものとする。

７ 資料の内容

⑴ 資料の内容は、次のとおりとする。



なお、アの実績及びイの経験については、工事が完成し、引渡しが済んでい

るものに限るものとする。

ア 同種の工事の施工実績

第３第３項第５号に掲げる資格があることを判断できる同種の工事の施工実

績とする。

イ 配置予定の技術者

第３第３項第６号に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の

資格、同種の工事の経験及び申請時における他工事の従事状況等とする。

なお、配置予定の技術者として複数の候補技術者の資格、同種の工事の経験

及び申請時における他工事の従事状況等を記載することができるものとする。

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とすることは差し

支えないものとするが、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配

置することができなくなったときは、入札への参加はできないものとし、申請

書を提出した者には、直ちに当該申請書の取下げをさせるものとする。他の工

事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもかか

わらず入札した場合においては、不正又は不誠実な行為として、指名停止措置

要領に基づく指名停止を行うことができるものとする。

入札後、落札者決定までの期間（予決令第８６条の調査期間を含む。）にお

いて、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができ

なくなった場合は、直ちにその旨の申し出を行わせるものとする。この場合に

おいて、当該事実が認められた場合には、当該入札を無効とする。

落札後、配置予定の技術者が配置できないことが明らかになった場合は、不

正又は不誠実な行為として、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことが

できるものとする。

ウ 工程表

アの実績が防衛省の発注した工事以外の者又は平成１３年１２月２５日以前

に完成した防衛省発注機関（旧防衛施設局等を含む。）の施工実績を有する者

については、工程表が適切であることを判断できる工程管理の技術的事項に対

する所見を提出させる。

⑵ 前号ア及びイの資料には、評定通知書が含まれるものとする。この場合におい

て、評定通知書を受けた者から、紛失等により、評定通知書の写しの交付を求め

られたときは、当該評定通知書の写し又はこれに準ずるものを交付するものとす

る。

⑶ 契約担当官等は、必要があると認めるときは、第１号に掲げる資料の内容を証

明するための書類の提出を求めることができるものとする。

８ 資料のヒアリング

⑴ 契約担当官等は、必要があると認めるときは、資料のヒアリングを実施するこ

とができるものとする。

⑵ ヒアリングは、申請書等の提出期限の翌日から次項第４号の競争参加資格の確

認結果の通知の期限の日の前日までの間に行うものとする。



⑶ ヒアリングを実施する場合においては、ヒアリングを実施する旨を公告におい

て明らかにするとともに、次に掲げる事項を入札説明書において明らかにするも

のとする。

ア ヒアリングを実施する旨

イ ヒアリングの日時及び場所

ウ その他契約担当官等が必要と認める事項

９ 競争参加資格の確認

⑴ 契約担当官等は、申請書等を提出した申請者の競争参加資格の有無について、

確認を行うものとする。ただし、申請書等の提出者が申請書等の提出期限の日に

おいて第３第３項第２号の格付を受けていない場合において、競争参加資格のう

ち第３第３項第１号及び第５号から第１４号までに掲げる事項を満たしていると

きは、開札の時において第３第３項第２号から第４号までに掲げる事項を満たし

ていることを条件として競争参加資格があることを確認するものとする。

なお、開札の時までに、第３第３項第２号から第４号までに係る審査を了しな

いおそれがあると認められるときは、あらかじめその旨を当該申請を行った者に

通知するものとする。

⑵ 前号の確認は、審査委員会の審議を経て、行うものとする。

⑶ 第１号の確認は、申請書等の提出期限日をもって行うものとする。ただし、第

３第３項第７号の指名停止については、申請書等の提出期限の日から競争参加資

格の確認を行う日までのすべての期間について確認するものとする。

⑷ 契約担当官等は、原則として申請書等の提出期限の日の翌日から起算して２０

日以内に、競争参加資格の確認の結果を申請者に対し電子入札システムにより、

紙入札方式による場合は書面により通知するものとする。

⑸ 前号の通知に当たっては、紙入札方式による場合は付紙第２により行うものと

する。なお、競争参加資格がないと認めた者に対しては、その理由を付すととも

に、所定の期限内に競争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めるこ

とができる旨を明記するものとする。

⑹ 第１号、第３号及び第４号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするも

のとする。

⑺ 契約担当官等は、競争参加資格の確認を行った日の翌日から開札の時までの期

間に、競争参加資格があると認めた者が指名停止措置要領に基づく指名停止を受

けた場合、当該者に対する第４号の通知を取り消し、競争参加資格がないと認め

たことを通知するものとする。

なお、この通知に当たっては、第５号の規定を適用するものとする。

１０ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

⑴ 競争参加資格がないと認められた者は、前項第４号の通知の期限の日の翌日か

ら起算して５日（行政機関の休日を除く。）以内に当該契約担当官等に対して競

争参加資格がないと認めた理由について説明を求めることができるものとする。

⑵ 競争参加資格がないと認められた者が理由についての説明を求める場合におい

ては、電子入札システムにより、紙入札方式による場合は書面（様式は自由）を



持参、郵送等又は電子メールにより提出するものとする。

⑶ 前号の提出先は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とするものと

する。

⑷ 契約担当官等は、第１号の説明を求められたときは、原則として、第１号の競

争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることができる最終日の翌

日から起算して５日以内に、説明を求めた者に対し、電子入札システムにより、

紙入札方式による場合は書面により回答するものとする。

⑸ 契約担当官等は、前号により回答した場合には、回答の内容を審査委員会に報

告するものとする。

⑹ 契約担当官等は、説明を求めた者に競争参加資格があると認める場合には、審

査委員会の審議を経て、前項第４号の通知を取り消し、第４号の回答と併せて競

争参加資格のある旨を通知するものとする。

⑺ 契約担当官等は、前号の通知を行う場合においては、審査委員会の審議を経る

ものとする。

⑻ 第１号から第４号までまでの事項を入札説明書において明らかにするものとす

る。

１１ 入札説明書に対する質問及び回答

⑴ 入札説明書に対する質問は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合

は書面（様式は自由）を持参、郵送等又は電子メールにより提出するものとする。

⑵ 質問書の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日以降、

入札書の提出期限の日から起算して８日前までとするものとする。

⑶ 質問書の提出場所は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とする。

⑷ 質問に対する回答は、電子入札システム又は書面により行うものとする。

⑸ 回答書は、当該契約担当部署で閲覧に供するものとし、閲覧は、原則として、

質問書の提出期限の日の翌日から起算して５日後までに開始し、入札執行の日の

前日に終了するものとする。なお、必要に応じて、回答書を入札参加希望者等に

配布することを妨げない。

⑹ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１２ 現場説明会

現場説明会は、行わないものとする。

１３ 入札保証金及び契約保証金

⑴ 入札保証金は免除するものとする。

⑵ 契約保証金は納付させるものとする。ただし、有価証券等の提供又は銀行、契

約担当官等が確実と認める金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保

証金の納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は

履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除するものとする。

⑶ 契約保証金は免除するものとする。ただし、公共工事履行保証証券による保証

（契約不適合を保証する特約を付したものに限る。）を付させるものとする。

⑷ 第１号及び第２号又は第３号に掲げる事項を公告及び入札説明書において明ら

かにするものとする。



なお、第２号は金銭的保証を求める場合に適用し、第３号は役務的保証を求め

る場合に適用するものとする。

１４ 入札の執行（開札）

⑴ 入札書の提出期限は、原則として、第３第９項第４号の通知の期限の日の翌日

から起算して６日（行政機関の休日を除く。）後とする。

⑵ 契約担当官等は、入札書の提出に先立ち、紙入札方式による入札参加者に競争

参加資格があることを確認した旨の通知書の写しの提出を求めるものとし、当該

通知書の写しを提出しない者は、入札に参加させないことができるものとする。

⑶ 入札書の提出は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合は持参又は

郵送等により行うものとする。

⑷ 第１回の入札に際しては、入札参加者に第１回の入札書に記載される金額に対

応する工事費内訳明細書の提出を求めるものとし、当該工事費内訳明細書は、契

約担当部署及び積算担当部署の職員が確認するものとする。

⑸ 工事費内訳明細書の提出は、電子入札システムにより、紙入札方式による場合

は持参又は郵送等により行うものとする。なお、容量が電子入札システムの上限

を超える場合には、持参又は郵送等で提出させることとし、電子入札システムと

の分割は認めないものとする。

⑹ 紙入札方式による場合は、入札書及び前号の工事費内訳明細書を各々封筒に入

れて封かんし、別の封筒に入札書及び工事費内訳明細書を入れた封筒並びに第２

号の通知書の写しを入れるものとする。

⑺ 工事費内訳明細書を提出しない者は入札に参加させないものとする。

⑻ 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行うものとする。この場合にお

いて入札者又はその代理人が立ち会わないときは、入札事務に関係のない職員を

立ち会わせて行うものとする。

⑼ 開札には、入札参加者又は入札参加者の代理人以外の者は参加させないものと

する。

⑽ 入札執行回数は、原則として、２回を限度とする。

⑾ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするとともに、落札者の決

定方法を公告及び入札説明書において明らかにするものとする。

１５ 入札の無効等

⑴ 公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請書又は

資料に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無

効とする。

⑵ 無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消すもの

とする。

⑶ 契約担当官等により競争参加資格のあることを確認された者であっても、落札

決定の時において第３第３項に掲げる資格のない者は競争参加資格のない者に該

当するものとする。

⑷ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１６ 再苦情申立て



契約担当官等は、入札説明書及び第３第１０項第４号の回答において、次に掲げ

る事項を明らかにするものとする。

⑴ 契約担当官等からの競争参加資格がないと認めた理由の説明に不服がある者は

第３第１０項第４号の回答を受けた日の翌日から起算して７日（行政機関の休日

を除く。）以内に、書面により、契約担当官等に対して、再苦情の申立てを行う

ことができる旨及び再苦情申立てについては入札監視委員会が審議を行う旨

⑵ 再苦情申立てについての受付窓口及び受付時間

⑶ 再苦情申立て関する手続等を示した書類等の入手先

１７ 関連文書の保存

契約担当官等は、本実施細則に基づき、一般競争入札で実施した工事の関連文書

を、防衛省行政文書管理規則に基づき保存するものとする。

１８ その他

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限るも

のとする。

⑵ 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づ

く指名停止を行うことがある旨を入札説明書において明らかにするものとする。

⑶ 入札・契約手続のより一層の透明性等の確保について記第３項の規定は、一般

競争入札においても適用されるものであることに留意すること。

⑷ 落札者が第３第７項第１号イの資料に記載した配置予定の技術者を、対象工事

の現場に配置されるよう、必要な措置を講じるものとする。

⑸ 本実施細則の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局長と協議するもの

とする。

添付書類：付紙第１～付紙第３



付紙第１

区分 等級区分及び総合審査数値の範囲 経営事項評価数値

予定価格が３千万円 予定価格が３千万円 予定価格が１億円 予定価格が３億円 基準額以上
工事種別 未 満 以上１億円未満 以上３億円未満 以上基準額未満

土木一式工事 Ｄ（760点未満） Ｃ（760～830点未満） Ｂ（830～990点未満） Ａ（990点以上） 1,200点

建築一式工事 Ｄ（760点未満） Ｃ（760～830点未満） Ｂ（830～990点未満） Ａ（990点以上） 1,200点

区分 等級区分及び総合審査数値の範囲 経営事項評価数値

予定価格が２千万円 予定価格が２千万円 予定価格が５千万円以上基準額未満 基準額以上
工事種別 未 満 以上５千万円未満

電 気 工 事 Ｃ（780点未満） Ｂ（780～870点未満） Ａ（870点以上） 1,100点

管 工 事 Ｃ（780点未満） Ｂ（780～870点未満） Ａ（870点以上） 1,100点

ほ 装 工 事 Ｃ（780点未満） Ｂ（780～870点未満） Ａ（870点以上） 1,100点

電気通信工事 Ｃ（780点未満） Ｂ（780～870点未満） Ａ（870点以上） 1,100点

注：基準額とは、国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和55年政令第300号）
第３条第１項に規定する財務大臣の定める額をいう。



付紙第２

一 般 競 争 参 加 資 格 確 認 通 知 書

年 月 日

住 所

商号又は名称

代表者氏名 殿

会計機関名

役職 氏名

先に申請のあった 建設工事に係る競争参加資格について、下記のとお

り確認したので、通知します。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 建 設 工 事

有・無 《 有（条件付き）》

競 争 参 加 資 格

の 有 無 競争参加資格

がないと認め

た理由

なお、競争参加資格がないと通知された方は、当職に対して競争参加資格がないと認

めた理由についての説明を求めることができます。

この説明を求める場合は、 年 月 日までに契約担当部署へ、その旨を記載し

た書面を提出して下さい。

【注：《 》は、別紙８(1)のただし書きの場合について記載する。】



付紙第３

入 札 結 果 通 知 書

年 月 日

住 所

商号又は名称

代表者氏名 殿

会計機関名

役職 氏名

先に行った 建設工事の一般競争入札について、下記の者を落

札者（契約者）として決定したので通知します。

記

入札（契約）日 年 月 日

工 事 名 建設工事

落札（契約）者

住所、氏名

落札（契約）金額

備 考 （注）

なお、本件工事に係る入札の結果落札しなかった者は、当職に対してその理由につ

いての説明を求めることができます。

この説明を求める場合は、 年 月 日までに契約担当部署へ、その旨を記載

した書面を提出して下さい。

注：入札の結果落札者がないため、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第9

9条の２の規定に基づき、随意契約により契約を締結した場合は、（ ）によるもの

とし、備考欄に、「本件工事は、入札の結果落札者がないため、予算決算及び会計

令（昭和22年勅令第165号）第99条の２の規定に基づき、上記の者と随意契約によ

り契約を締結したものである。」旨記載するものとする。


